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はじめに
　学校図書館が経験をもとにした独創を産み出す場と
して重要であることは、19世紀末にジョン・デュー
イによって指摘されており1）、日本においては、1950
年の第二次米国教育使節団報告において、教材セン
ターとしての学校図書館は学校の心臓部（heart of the 
school）であることが示されている。この考えを受け、
1953年には学校図書館法が制定され、日本において
も子ども主体の教育改革が進展する期待が高まった。
けれども、現実には、朝鮮戦争を契機とした米国の対
日戦略の変更に伴い、日本においても逆コースの時代
が教育を襲った。そのため、1997（平成９）年の学校
図書館法改正まで、司書教諭を置かなくてもよいとい
う学校図書館運営が続いていた。こうした戦後の学校
図書館の歴史の中で、学校図書館を学校の中心に据
え、司書を配置する自治体が見られたものの、予算や
学校図書館活用実践の乏しさを理由に、多くの自治体
では学校図書館は「本の物置」であり続けた。こうし
た状況に大きな変化がみられるようになるのは、情報
時代の到来を契機にしている。情報量は飛躍的に増加
し、日々情報が更新される時代が到来したことで、情
報に関する能力としてインフォメーション・リテラ
シーが新たな能力として求められるようになった。そ
れは、情報基地としての学校図書館を活用することで
初めて得られる能力でもあった。もっとも、日本にお
いては、情報時代の到来と学校図書館整備をリンクし
て考える発想は乏しかった。それに対し、情報化を経
済発展と結び付けて考えていた中国と韓国の対応は素
早かった。中国は1980年代から、韓国は1995年から
教育情報化を始めており、特に、韓国では、1995年
に５・31教育改革案が発表されてからの変化には目
覚ましいものがあった。
　遅まきながらも教育情報化を始めたこれらの東アジ
ア主要国は、アメリカ・イギリス・オーストラリアな
どの欧米的な学校図書館観を基にしているとはいえ
ず、それぞれの国情に応じた発展を試みている。国際
的な経済競争力が第一の眼目にあったこれらの東アジ
ア諸国は、OECDの PISA調査においていずれも高順
位を占めている点で共通しているが、民主主義の到達
度においては西欧に後れをとっている2）。そのため、
民主主義社会の基礎として学校図書館を捉え、発展を
目指してきた西欧とは異なる発展の筋道をみることが
できる3）。
　本稿は、こうした東アジアの学校図書館の特徴を解
明し、非西欧型の東アジア学校図書館の東アジア社会
における意義と役割、そして発展の方向性を明らかに
するための研究チーム4）により執筆されている。東ア
ジア研究の端緒として、日本と韓国の学校図書館につ
いて、メンバーがそれぞれの専門領域から考察を行っ
ている。構成としては、１．で情報社会における学校
図書館について教育工学の観点から森田が総論的に概
括し、２．では戦後の日本の学校図書館の法と政策に
ついて木幡智子が鳥瞰し、３．では学習指導要領の改
定に伴う実践の変遷について天野由貴が概説し、４．
では韓国の教育改革と学校図書館の関係を木幡洋子が
分析し、ハングル資料の翻訳を金仙玉が行っている。
１．情報社会における学校図書館
⑴　学校と図書館の使命
　民主主義社会において、学校と図書館の両者は社会
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を健全に展開させるための、もっとも基本的で、欠く
ことの出来ない仕組みである。
　まず、民主主義社会において学校は、そのメンバー
である市民の文字の読み書き能力を開発することを基
本的な使命として設立された施設である5）。人は記録
された人間の知識と経験に触れ、自らのそれらと関連
づけながら、社会を研究・考察し、暴力によってでは
なく、言葉によってよりよいものにつくりかえる能力
をもつことにより市民になることが出来る。このと
き、文字の読み書き能力は最も基本的で欠くことの出
来ない市民的資質の一つであるといえる。
　文字の読み書き能力は、生活してさえいれば自然と
身につくといった自生的な能力ではない。とりわけ現
在のように知識が高度に専門化した社会において文字
の読み書き能力を獲得するということの前提には、相
当程度の高度な専門的知識の習得も含意される。たと
えば環境問題に関する文章を読むといった時には、単
純な文字の読み書き能力以上に、科学、社会、技術に
ついての専門的知識が必要になろう。そこで学校は、
あらゆる教科を教える専門家たる教師によって構成さ
れる。そして、それぞれの分野における読み書き能力
を開発するという点から学校は、民主主義社会の構成
に貢献している。
　他方、民主主義社会における図書館は、そうした読
み書き能力のある市民が、人類の知識・経験に触れる
とともに、社会を研究し、つくりかえる意思決定や活
動を構成するために必要となる、あらゆる資料を保存
し、流通させるための施設である。文字の読み書き能
力がある人が育てられても、その能力が適切に用いら
れる情報空間が貧弱であったり、偏っていたりする
時、私達は社会づくりのための合理的な結論を得るこ
とは出来ない。
　私達が日本図書館協会による「図書館の自由に関す
る宣言」6）に見られるような図書館づくりを目指して
きたのは、そのためである。すなわち、そこではま
ず、「図書館は、基本的人権のひとつとして知る自由
をもつ国民に、資料と施設を提供することをもっとも
重要な任務とする。」とされ、市民（国民）の「知る
自由」の保障のための施設であることが宣言されてい
る。また、「知る自由」は「……思想・良心の自由を
はじめとして、いっさいの基本的人権と密接にかかわ
り、それらの保障を実現するための基礎的な要件
……」であり、「国民主権の原理を維持し発展させる
ために」必要だと述べられる。更には、こうした図書
館の使命を貫徹するためには、次の４つの事項が確認
されるべきであるとされる。すなわち図書館は、「資
料収集の自由を有する」こと、「資料提供の自由を有
する」こと、「利用者の秘密を守る」こと、「すべての
検閲に反対する」こと、である7）。実際、これら４つ
の事項が確認され、実践されることなしに、私達は知
る自由、表現の自由を保持し、社会を民主的に展開さ
せることは出来ないであろう。図書館は、このように
して、文字の読み書き能力のある市民に対して資料
（情報）を流通させ、社会を研究し、必要であればつ
くりなおすことも可能にするような、市民による社会
づくりの起点となる仕組みとなることで、民主主義社
会の構成に貢献している。
⑵　学校図書館の使命と情報社会からの要請
　このような民主主義社会の仕組みである学校と図書
館の結節点となるのが学校図書館である。学校図書館
は、学校の一部分であると同時に一つの図書館でもあ
る。学校図書館は、そうした社会に生きることになる
児童・生徒が最初に出会う図書館であり、（来館者を
対象にしたサービスを主とする公共図書館とは異な
り）すべての児童・生徒に図書館と資料の使い方を体
験的に指導し、将来の市民としての図書館ユーザーを
育てていく教育施設として期待されることになる。
　さて、学校図書館のこうした使命は近年、社会の情
報化の進展に伴い、従来からの書籍を主体としたもの
から、電子メディアをも含んだサービス・教育へと転
換する中で、再確認され、強化されようとしている。
このことをグローバルな学校図書館像を示しているユ
ネスコの「学校図書館宣言」に基づきながら確認して
みたい。「学校図書館宣言」には、学校図書館の基本
的な役割を示しつつ、パソコンやインターネット等の
電子メディアが広範に普及してきた情報時代において
学校図書館の使命を確認し、どのようにそれを貫徹し
拡張したらよいかが示されているからである。
１）ユネスコ「学校図書館宣言」
　図1‒1に、ユネスコ「学校図書館宣言」を示す。
　まず最初に、この宣言のタイトルには「全ての者の
教育と学習のための学校図書館（The School library in 
teaching and learning for all）」とある点に注目したい。
すなわち、この中の「全ての者の～ための（for all）」
には、学校図書館が全ての者、すなわち図書館に来る
人ばかりでなく、いまだ図書館に興味を持っていない
人も含まれていると考えることができる。すなわち学
校図書館は、来館者だけを対象にサービスを行う機関
図1‒1　ユネスコ「学校図書館宣言」
　 
学校図書館宣言──すべての者の教育と学習のための学校図書館──
 1999年11月　第30回ユネスコ総会において批准
 原文：英語
　学校図書館は、今日の情報や知識を基盤とする社会に相応しく生きていくために基本的な情報とアイデアを提供
する。学校図書館は、児童生徒が責任ある市民として生活できるように、生涯学習の技能を育成し、また、想像力
を培う。
学校図書館の使命
　学校図書館は、情報がどのような形態あるいは媒体であろうと、学校構成員全員が情報を批判的にとらえ、効果
的に利用できるように、学習のためのサービス、図書、情報資源を提供する。学校図書館は、ユネスコ公共図書館
宣言と同様の趣旨に沿い、より広範な図書館・情報ネットワークと連携する。
　図書館職員は、小説からドキュメンタリーまで、印刷資料から電子資料まで、あるいはその場でも遠くからで
も、幅広い範囲の図書やその他の情報源を利用することを支援する。資料は、教科書や教材、教育方法を補完し、
より充実させる。
　図書館職員と教師が協力する場合に、児童生徒の識字、読書、学習、問題解決、情報およびコミュニケーション
技術の各技能レベルが向上することが実証されている。
　学校図書館サービスは、年齢、人種、性別、宗教、国籍、言語、職業あるいは社会的身分にかかわらず、学校構
成員全員に平等に提供されなければならない。通常の図書館サービスや資料の利用ができない人々に対しては、特
別のサービスや資料が用意されなければならない。
　学校図書館のサービスや蔵書の利用は、国際連合世界人権・自由宣言に基づくものであり、いかなる種類の思想
的、政治的、あるいは宗教的な検閲にも、また商業的な圧力にも屈してはならない。
財政、法令、ネットワーク
　学校図書館は、識字、教育、情報提供、経済、社会そして文化の発展についてのあらゆる長期政策にとって基本
的なものである。地方、地域、国の行政機関の責任として、学校図書館は特定の法令あるいは施策によって維持さ
れなければならない。学校図書館には、訓練された職員、資料、各種技術および設備のための経費が十分かつ継続
的に調達されなければならない。それは無料でなければならない。
　学校図書館は、地方、地域および全国的な図書館・情報ネットワークを構成する重要な一員である。
　学校図書館が、例えば公共図書館のような他館種図書館と設備や資料等を共有する場合には、学校図書館独自の
目的が認められ、主張されなければならない。
学校図書館の目標
　学校図書館は教育の過程にとって不可欠なものである。
　以下に述べることは、識字、情報リテラシー、指導、学習および文化の発展にとって基本的なことであり、学校
図書館サービスの核となるものである。
○　学校の使命およびカリキュラムとして示された教育目標を支援し、かつ増進する。
○　 子ども達に読書の習慣と楽しみ、学習の習慣と楽しみ、そして生涯を通じての図書館利用を促進させ、継続さ
せるようにする。
○　知識、理解、想像、楽しみを得るために情報を利用し、かつ創造する体験の機会を提供する。
○　 情報の形式、形態、媒体が、地域社会に適合したコミュニケーションの方法を含めどのようなものであって
も、すべての児童生徒が情報の活用と評価の技能を学び、練習することを支援する。
○　 地方、地域、全国、全世界からの情報入手と、さまざまなアイデア、経験、見解に接して学習する機会を提供
する。
○　文化的社会的な関心を喚起し、それらの感性を錬磨する活動を計画する。
○　学校の使命を達成するために、児童生徒、教師、管理者、および両親と協力する。
○　 知的自由の理念を謳い、情報を入手できることが、民主主義を具現し、責任ある有能な市民となるためには不
可欠である。
○　学校内全体および学校外においても、読書を奨励し、学校図書館の資源やサービスを増強する。
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　以上の機能を果たすために、学校図書館は方針とサービスを樹立し、資料を選択・収集し、適切な情報源を利用
するための設備と技術を整備し、教育的環境を整え、訓練された職員を配置する。
職　員
　学校図書館員は、可能なかぎり十分な職員配置に支えられ、学校構成員全員と協力し、公共図書館その他と連携
して、学校図書館の計画立案や経営に責任がある専門的資格をもつ職員である。
　学校図書館員の役割は、国の法的、財政的な条件の下での予算や、各学校のカリキュラム、教育方法によってさ
まざまである。状況は異なっても、学校図書館員が効果的な学校図書館サービスを展開するのに必要とされる共通
の知識領域は、情報資源、図書館、情報管理、および情報教育である。
　増大するネットワーク環境において、教師と児童生徒の両者に対し、学校図書館員は多様な情報処理の技能を計
画し指導ができる能力をもたなければならない。したがって、学校図書館員の専門的な継続教育と専門性の向上が
必要とされる。
運営と管理
　効果的で責任のもてる運営を確実にするためには、
○　 学校図書館サービスの方針は、各学校のカリキュラムに関連させて、その目標、重点、サービス内容が明らか
になるように策定されなければならない。
○　学校図書館は専門的基準に準拠して組織され、維持されなければならない。
○　サービスは学校構成員全員が利用でき、地域社会の条件に対応して運営されなければならない。
○　 教師、学校管理者幹部、行政官、両親、他館種の図書館員、情報専門家、ならびに地域社会の諸団体との協力
が促進されなければならない。
宣言の履行
　政府は、教育に責任をもつ省庁を通じ、この宣言の諸原則を履行する政策、方針、計画を緊急に推進すべきであ
る。図書館員と教師の養成および継続教育において、この宣言の周知を図る諸計画が立てられなければならない。
　
ユネスコ、「ユネスコ学校図書館宣言」（倉美恵子・堀川照代訳）、『図書館雑誌』、94 (3)、 pp. 170‒171、 2000年 
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ではなく、図書館に興味がなかったり、図書館を意識
していない人にも、授業を通して働きかけ、図書館の
利用者を育てる使命を持っている。このタイトルは、
そうした学校図書館の教育的役割を確認したものに
なっていると考えられる。
　次に、「前文」には、学校図書館が生きるための情
報とアイディアを提供する機関であり、「市民」を育
て、「生涯学習」の技能を育成するとともに、想像力
を培うことが謳われている。
　「使命」の部分では、あらゆる形態の情報をあらゆ
る人に平等にアクセスさせること、そこで流通させる
情報は思想的、政治的、宗教的、商業的に支配を受け
ないという図書館の自由についての伝統的・基本的な
思想が確認されている。また一方で、情報化社会にお
けるメディアの発達を見据え、書籍だけでなくあらゆ
る形態の情報を扱うこと、情報を批判的に捉え、活用
できるようにする、という現代的必要についても述べ
られている。
　「財政、法令、ネットワーク」では、学校図書館の
活動が個人や社会の長期的な発達の基盤であること、
そのため社会が法令等を用いて責任と自覚を持って維
持し継続されなければならないこと、また利用は無料
で全ての人に供されるべきことが宣明されている。
　続く「学校図書館の目標」の最初の２つには、学校
図書館の究極的な目標が記述されている。それは学校
の教育課程の展開に寄与する使命を持つこと、そして
読書と学習の習慣を生涯にわたって持ち続ける生涯学
習者を育てることであるとされる。３番目から５番目
までの目標には、情報化時代の必要に立脚した「情報
リテラシー」の育成に関わるサービスと教育の内容に
ついての記述だととらえられる。そこには、必要な情
報をあらゆる場所からどのような形態であれアクセス
できるようなサービスを行う（物理的アクセスの保
障）と同時に、それらの情報を活用し、評価する技能
を形成し、また創造的な体験を提供するなどの教育
（知的アクセスの保障）を実践していく施設であるこ
とが述べられている。また、６番目から最後の９番目
までの記述は、従来からの伝統的な学校図書館の目的
の重要部分を挙げた部分であろう。そこには、図書館
において文化的社会的関心を喚起する活動を実践し、
図1‒2　情報リテラシー教育のつ９の基準
　 
情報リテラシー（Information Literacy）
基準１　情報リテラシーを獲得した学習者は、効率的かつ効果的に情報にアクセスする。
　　　　指標１　情報の必要性を認識する。
　　　　指標２　正確で分かりやすい情報が知的な意思決定の基礎であることを認識する。
　　　　指標３　必要とする情報に即して問いをつくる。
　　　　指標４　情報源になり得るものを同定する。
　　　　指標５　情報の所在を探る方策を開発し活用する。
基準２　情報リテラシーを獲得した学習者は、情報を批判的かつ的確に評価する。
　　　　指標１　情報の正確性、関連性、分かりやすさを判定する。
　　　　指標２　事実、見方、意見を区別する。
　　　　指標３　不正確な情報、誤解させる情報を同定する。
　　　　指標４　検討中の問題や問いに関連する情報を適切に選択する。
基準３　情報リテラシーを獲得した学習者は、情報を正確かつ創造的に活用する。
　　　　指標１　実際的応用のために情報を組織化する。
　　　　指標２　自分の知識に新しい情報を統合させる。
　　　　指標３　批判的思考や問題解決の中で情報を活用する。
　　　　指標４　適切なフォーマットで情報やアイディアを生成し、伝える。
自立的学習（Independent Learning）
基準４　 自立した学習者は、情報リテラシーを獲得しており、かつその人の興味に関連させて情報を追求する。
　　　　指標１　 職業への興味、地域社会への参加、健康やレクレーションについての事柄など、個人の幸
福にかかわるさまざまな次元に関連させて情報を探求する。
　　　　指標２　個人的興味に基づく作品や問題解決をデザインし、開発し、評価する。
基準５　 自立した学習者は、情報リテラシーを獲得しており、かつ書物やその他の情報の創造的な表現を鑑
賞することができる。
　　　　指標１　有能で動機付けられた読み手である。
　　　　指標２　さまざまなフォーマットで創造的に提示された情報から意味を引き出す。
　　　　指標３　さまざまなフォーマットで創造的な作品をつくる。
基準６　 自立した学習者は、情報リテラシーを獲得しており、かつ情報の探索と知識の生成がうまくいくよ
うに努力する。
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また図書館の活動を学校全体から学校外へも拡張し、
市民の育成、民主主義の具現に不可欠であることを、
身をもって示すことが謳われている。
　そして「職員」の項では、こうした高邁な目標を掲
げた学校図書館の実現には、情報資源、図書館、情報
管理、及び情報教育にかかわる専門的な資格を持つ
「職員」が必要であることが述べられている。前者の
３つ、すなわち情報資源、図書館、情報管理に関わる
専門性は、どちらかといえば図書館 “サービス” の基
盤となる専門性であり、４番目の情報教育（情報リテ
ラシー教育）は図書館 “教育” に関わる専門性だとと
らえられよう。
　「運営と管理」は、学校カリキュラムと関連させて
活動内容を明確化する必要性を確認した上で、専門的
基準に準拠しつつも地域の実態に合わせて運営してい
くべきこと、さらにその他のステークホルダーとの連
携を通して行われるべきことが謳われている。
　最後の「宣言の履行」には、こうした学校図書館を
実現するために各国政府が果たすべき責任が述べられ
ている。
　「学校図書館宣言」は、以上のようにして、情報社
会において民主主義を支える市民を育てるための重要
施設として、学校図書館を位置づけている。つぎに、
そこでの教育の内容としてあげられる「情報リテラ
シー」の内実を確認しておこう。
２） 情報リテラシーを育成する場としての学校図書館
への期待
　「学校図書館宣言」において、学校図書館教育に関
わる教育内容として挙げられている「情報リテラシー」
は、近年の電子機器の発達と普及に伴って概念化され
た能力である。アメリカ・スクール・ライブラリアン
協会と教育コミュニケーション工学協会（2000）8）に
よって具体化されたその能力のコアは、「情報リテラ
シー基準」として図1‒2のように具体化されている。
　　　　指標１　情報探索の過程や結果の質を評価する。
　　　　指標２　自己の生み出した知識を修正し、改善し、更新する方法を工夫する。
社会的責任（Social Responsibility）
基準７　 社会や学習共同体に積極的に貢献する学習者は、情報リテラシーを獲得しており、かつ民主主義社
会における情報の重要性を認識している。
　　　　指標１　さまざまな情報源、文脈、学問分野、文化から情報を探索する。
　　　　指標２　情報への平等なアクセスの原則を尊重する。
基準８　 社会や学習共同体に積極的に貢献する学習者は、情報リテラシーを獲得しており、かつ情報と情報
技術に対して倫理的行動をとる。
　　　　指標１　知的自由の原則を尊重する。
　　　　指標２　知的所有権を尊重する。
　　　　指標３　情報技術を責任を持って活用する。
基準９　 社会や学習共同体に積極的に貢献する学習者は、情報リテラシーを獲得しており、かつ情報の探求
と生成を行う諸々のグループに効果的に参加する。
　　　　指標１　知識や情報を他者と共有する。
　　　　指標２　他者のアイディアや社会的背景を尊重し、他者の貢献を認める。
　　　　指標３　 問題を同定したり、その解決を探るために、通信や直接のコミュニケーションを通して他
者と共同する。
　　　　指標４　 作品をデザインし、開発し、評価するために、また問題を解決するために、通信や直接の
コミュニケーションを通して他者と共同する。
【解説】1998年、アメリカ・スクール・ライブラリアン協会と教育コミュニケーション工学協会は、３年に
わたる研究の成果として『インフォメーション・パワー：学習のためのパートナーシップの構築』（同志社
大学学校図書館学研究会訳、同志社大学、2000年）を発表し、21世紀における米国の学校図書館における
サービスと教育の基準を具体的に提言した。米国では1920年からこの種の基準がその時々に作成されており、
８番目のものとなる今回の基準もそうした歴史的重みを持ったものとして作成されている。その「第１章　
ビジョン」は次のような記述から始まる。
　　 情報リテラシー（情報を探索・活用する能力）は生涯学習の要である。生涯学習の基礎を作ることは、
学校図書館メディア・プログラムの中核である。（p. 3）
　ここで「情報リテラシー」とは上に掲げるような９つの基準（および29の指標）からなる能力群である。
　『インフォメーション・パワー』によれば、「情報リテラシー基準」の基準１～基準３は、主に学校図書館
が直接的な役割を果たすことによって育てられることが期待されている学習の基準である。そして次に掲げ
られた「自主的学習」に関わる３つの基準と７つの指標、「社会的責任」に関わる３つの基準と９つの指標
は、学校図書館の貢献を前提としつつも、学校でさまざまに行われる教育の中に組み込まれて育てられると
想定されている力である。
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　ここで基準１～基準３は、主に学校図書館が直接的
な役割を果たすことによって育てられることが期待さ
れている力である。基準１は、必要な情報を同定して
入手する力であり、「物理的アクセス」の力といわれ
る。基準２は入手した情報を適切に評価する力、基準
３はその上で問題解決に活用する力であり、「知的ア
クセス」の力を内実としている。
　そして次に掲げられた「自主的学習」に関わる３つ
の基準と７つの指標、「社会的責任」に関わる３つの
基準と９つの指標は、学校図書館の貢献を前提としつ
つも、学校でさまざまに行われる教育の中に組み込ま
れて育てられると想定されている力である。「自主的
学習」は自らが主体的に情報を用いた活動に従事する
力、「社会的責任」は社会にとっての意味を知り、考
えながら行動する力を示している、ということが出来
る。
　ここから伺えるように、「情報リテラシー」は書籍
をはじめとして様々な情報機器を活用して、物理的に
情報にアクセスし、それを批判的に読み解くこと（知
的アクセス）を通して、さまざまな問題解決活動に活
用していく力だということが出来る。そして同時にそ
れらの能力群をみるならば、市民としての基礎的資質
の一つとして、それが構想されていることも窺える。
　こうした「情報リテラシー」はまた、OECDによる
PISAテストで計測される能力の一つとしても、注目
されている。すなわち、PISAは、21世紀の基本学力
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として、DeSeCoによって概念化された三つのキー・
コンピテンシー9）、すなわち「相互作用的に道具を用
いる」力、「異質な集団で交流する」力、「自律的に活
動する」力のうちの「相互作用的に道具を用いる」力
を測定している。その力は、「数学的リテラシー」「科
学的リテラシー」「読解リテラシー」「デジタルリテラ
シー」などの側面から語られるが、その起点となる力
の一つは「情報リテラシー」であると考えることがで
きる。すなわち、そこでは、数学的情報、科学的情
報、その他の社会に流通する情報、そしてデジタル化
された情報のそれぞれに、知的にアクセスし活用する
力が測定されている。
　最近ユネスコは、そうした情報リテラシーを、もう
一つの重要な市民的資質であるメディアリテラシーと
統合させ、メディア・アンド・インフォメーションリ
テラシー（MIL）として概念化している10）。鈴木みど
りによるとメディアリテラシーとは、「市民がメディ
アを社会的文脈でクリティカルに分析し、評価しメ
ディアにアクセスし、多様な形態でコミュニケーショ
ンを作り出す力をさす」と定義される11）。これは、情
報リテラシーで重視する「知的アクセス」と親和性の
ある力であり、批判的な情報の読み解き能力を中心と
する能力である。
　いずれにしても、このような動向からも、学校図書
館は市民的資質の一つとして注目を集めている情報リ
テラシー等の新しく概念化された重要能力の育成の
場、あるいはもっと積極的にそうした能力の育成の責
任主体の一つとして期待される傾向が強く見られるよ
うになってきた。これが昨今の情報社会によってもた
らされた学校図書館教育をめぐる状況だということが
できよう。そして、確かにそうした能力は、メディア
や情報を媒介する図書館で開発するのが合理的だと考
えられるのである。
２．日本の学校図書館法と政策
⑴　学校図書館法制史
学校図書館法策定
　日本の教育は1945年の敗戦を契機とし、それまで
の軍国主義、国家主義教育を否定し、個人の価値と尊
厳を確立する教育への転換を図った。戦後教育での理
念の方向を示し、教育の全領域にわたる具体的改革案
を示した米国教育使節団報告書では、第１章「日本の
教育の目的および内容」の結論部分で、図書館が民主
主義を実現するために重要な役割を担う場であるとい
うことが示された。
　戦前の教育を否定する戦後の教育状況は、さまざま
な自由な教育実践を可能にし、それとともに学校図書
館は重要視された。1948年には新教育における学校
図書館の意義と役割、学校図書館の組織・整備・運用
の方法などについて記した「学校図書館の手引き」が
文部省より刊行され、同年に学校図書館の整備目標を
明確にするために、文部大臣の諮問機関として学校図
書館協議会が設置され、1949年に「学校図書館基準」
がまとめられた。戦後教育改革の中で、学校図書館は
民主主義を体現するものとして生まれ、学校図書館の
制度化は当初文部省によって積極的に進められた。
　しかし、1950年の朝鮮戦争を境に、戦後日本の教
育は、国による統制強化の方向へと転換する。具体的
な政策として、教科書の国定化、教育課程のコース制
化、文部大臣の権限強化などが行われ、さらに同時期
には財界からの教育に対する要請が教育政策に反映さ
れるようにもなった。学校図書館を必要とした新教育
は、「基礎学力の低下を招いた」、「系統的な学習を軽
視している」などの批判を受けるようになり、学校図
書館がなくとも授業は成り立つという状況や学校図書
館への理解が不足したままの状況を作り出していた。
　1949年から1950年にかけ全国の学校図書館数は増
加し、財政措置や司書教諭制度の確立に向け、1948
年から1953年に日本教職員組合や学校図書館協議会
による陳情・請願が行われた。学校図書館法は学校図
書館運動の成果として、また超党派の議員立法として
1953年に成立したが、文部省関係者の意見は消極的
であった12）。学校図書館法は設置義務、国庫負担、司
書教諭制度、学校図書館審議会などについて規定し、
一定の成果がもたらされたが、一方で司書教諭は充て
職でよいことや、司書教諭養成期間を鑑み、司書教諭
を「当分の間」置かなくてもよいとの猶予規程が定め
られるなど問題を残していた。
学校図書館法改正
　法制定直後から附則による司書教諭配置猶予につい
ては批判の声が上がっていたが、この猶予期間の見直
しは1997年の法改正まで行われず、12学級以上の学
校への司書教諭必置は2003年度から実施された。文
部省が10年待ってほしいと弁明していた猶予期間は
50年にもわたることになったのである。
　司書教諭の配置が進まない一方、1960年代には学
校司書の公費雇用が進み、自治体の自助努力による学
校図書館運営が展開されていった。学校司書による実
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践が蓄積され、専門職としての役割を担うようになる
につれ、司書教諭の問題だけにとどまらず、学校司書
の法制化という課題も生じた。1970年代には学校図
書館担当教職員をどのように制度化していくべきなの
かにつき、学校図書館の関係組織による協議が重ねら
れたが、司書教諭と学校司書との二職種での構想と、
充て職である司書教諭より学校司書を優先的に制度化
していくべきだとの意見の対立が見られるなど運動の
足並みはそろわなかった。
　1980年代には日本教職員組合と全国学校図書館協
議会がそれぞれの運動方針に基づいて請願署名、国会
請願を行うが、学校図書館に必要なのは学校図書館に
専任で専門の資格を有する正規の職員であるという点
においては学校図書館関係者の間で合意が形成されて
いった。1980年代には臨時教育審議会が第四次にわ
たる答申を行い、それに基づいた教育改革が行われ
た。臨時教育審議会は家庭の教育力の低下や青少年非
行、いじめ、登校拒否などの社会問題を受け、⑴個性
重視の原則、⑵生涯学習体系への移行⑶国際化、情報
化等への対応を教育改革の基本的な考え方とした13）。
これを受け、1989年に改訂された学習指導要領では
自ら学び、自ら考える力の育成、基礎基本の定着、個
性を生かす教育の充実が一般方針として掲げられた。
1990年代には従来の詰め込み教育からの転換を図っ
たことを契機に学校図書館の重要性が再認識されるこ
とになり、法改正への気運が高まり、1997年６月に
「学校図書館法の一部を改正する法律」が公布、施行
された。
　この改正により、司書教諭講習の実施対象機関の拡
充と、司書教諭設置の猶予期間の見直しが行われた
が、11学級以下の小規模校への設置猶予や専任・加
配ではなく各学校の努力にゆだねられることが多いこ
と、専門職を養成するのには司書教諭講習が不十分な
のではないかという点や、学校司書については後回し
にされたという点で課題が残された。
⑵　日本の教育課程における学校図書館の位置づけ
学校図書館法改正前後の教育界の動き
　前節で触れたように、「学校図書館法の一部を改正
する法律」は、1997年６月３日の衆議院本会議で可
決成立し、６月11日法律第76号をもって公布、施行
された。この前後の教育に関わる世界的な動きの一つ
としては、1985年にユネスコ第四回国際成人教育会
議で採択された学習宣言14）の精神を受け継ぎ、1997
年に「成人学習に関するハンブルク宣言」15）が採択さ
れ、学習は “社会への完全な参加の条件” である等、
生涯学習の重要性が確認されたということが挙げられ
る。我が国では1989年に改訂された学習指導要領で
生涯学習の基盤を培うという観点から、社会の変化に
自ら対応できる人間の育成をめざし、小学校低学年で
は生活科を新設するなど「新しい学力観」を提唱し
た。また、生涯学習体系への移行をめざして単位制高
等学校の制度化や夜間大学院などが創設された。ま
た、ICT技術の発達やパソコンの普及に伴う情報化に
対応するために情報活用能力の育成を各科目に位置づ
け、学校へのコンピュータやソフトウェアの整備を進
めるなどの政策を行っている。
　1996年の中央教育審議会答申「21世紀を展望した
我が国の教育の在り方について」16）では、高学歴志向
により子どもたちが塾や自宅での勉強に追われて生活
にゆとりがない状況が生まれていることや家庭・地域
の教育力の低下などが問題視され、学校は子どもたち
の生きる力を育成すること、ゆとりのある教育活動を
展開することを提言した。具体的には教育内容の厳選
と基礎・基本の徹底、横断的・総合的な学習の推進な
どが挙げられた。これを受け、1998年に改訂された
学習指導要領では詰め込み教育を批判し、情報化・国
際化社会を生きる日本人としての自覚の育成、自ら考
える力・生きる力の育成などを目指した。そして、自
ら課題を見つけ、自ら学び、自ら考え、主体的に判断
し、よりよく問題を解決する資質や能力を育てるこ
と、学び方やものの考え方を身につけ、問題の解決や
探究活動に主体的、創造的に取り組む態度を育て、自
己の生き方を考えることができるようにすることを目
的とした「総合的な学習の時間」が創設された。
学習指導要領における学校図書館の位置づけ
　学校図書館法は我が国における学校図書館に関する
制度を定めたものであるが、我が国の教育課程の基準
を規定するのは学習指導要領である。1947年に初め
て発表された学習指導要領は「試案」であり、単に手
本となるものであったが、1958年に文部省告示とな
り、法的拘束力を持つようになった。以後、社会情勢
の変化や技術革新などに対応し、育成すべき能力の見
直しが行われ、約10年ごとに改訂が行われている。
　1947年版では中学校国語科学習指導の記述の中に、
図書館利用教育や読書活動への活用のみならず、「学
級文庫および学校図書館」について一節が設けられ、
文学の学習指導において学級文庫や学校図書館の設
置・充実をすすめるよう勧めている。ただし、「市町
表2‒1　小学校学習指導要領中の学校図書館に関する記述
1989年告示、1992年実施 1998年告示、2002年実施 2008年告示、2011年実施
第１章　総則
第４　指導計画の作成等に当たって配
慮すべき事項
２　以上のほか、次の事項に配慮する
ものとする。
⑻　視聴覚教材や教育機器などの教
材・教具の適切な活用を図るととも
に、学校図書館を計画的に利用しその
機能の活用に努めること。
第１章　総則
第５　指導計画の作成等に当たって配慮
すべき事項
２　以上のほか、次の事項に配慮するも
のとする。
⑼　学校図書館を計画的に利用しその機
能の活用を図り、児童の主体的、意欲的
な学習活動や読書活動を充実すること。
第１章　総則
第４　指導計画の作成等に当たって配慮
すべき事項
⑽　学校図書館を計画的に利用しその機
能の活用を図り、児童の主体的、意欲的
な学習活動や読書活動を充実すること。
第２章　各教科
第１節　国語
第３　指導計画の作成と各学年にわた
る内容の取扱い
⑹　読むことの指導については、読書
意欲を高め、日常生活において読書活
動を活発に行うことを促すようにする
とともに、他の教科における読書の指
導や学校図書館における指導との関連
を考えて行うこと。なお、児童の読む
図書については、人間形成のため幅広
く偏りがないように配慮して選定する
こと。
第２章　各教科
第１節　国語
第３　指導計画の作成と各学年にわたる
内容の取扱い
⑶　第２の各学年の内容の「A話すこ
と・聞くこと」、「B書くこと」及び「C
読むこと」の言語活動の指導に当たって
は、学校図書館などを計画的に利用しそ
の機能の活用を図るようにすること。
⑹　第２の各学年の内容の「C読むこ
と」に関する指導については、読書意欲
を高め、日常生活において読書活動を活
発に行うようにするとともに、他の教科
における読書の指導や学校図書館におけ
る指導との関連を考えて行うこと。な
お、児童の読む図書については、人間形
成のため幅広く、偏りがないように配慮
して選定すること。
第２節　社会
第３　指導計画の作成と各学年にわたる
内容の取扱い
⑷　学校図書館や公共図書館、コン
ピュータなどを活用して、資料の収集・
活用・整理などを行うようにすること。
また、第４学年以降においては、教科用
図書の地図を活用すること。
第２章　各教科
第１節　国語
第３　指導計画の作成と内容の取扱い
１．指導計画の作成に当たっては、次の
事項に配慮するものとする。
⑵　第２の各学年の内容の「A話すこ
と・聞くこと」、「B書くこと」、「C読む
こと」及び〔伝統的な言語文化と国語の
特質に関する事項〕に示す事項について
は、相互に密接に関連付けて指導するよ
うにするとともに、それぞれの能力が偏
りなく養われるようにすること。その
際、学校図書館などを計画的に利用しそ
の機能の活用を図るようにすること。ま
た、児童が情報機器を活用する機会を設
けるなどして、指導の効果を高めるよう
工夫すること。
⑸　第２の各学年の内容の「C読むこ
と」に関する指導については、読書意欲
を高め、日常生活において読書活動を活
発に行うようにするとともに、他の教科
における読書の指導や学校図書館におけ
る指導との関連を考えて行うこと。学校
図書館の利用に際しては、本の題名や種
類などに注目したり、索引を利用して検
索をしたりするなどにより、必要な本や
資料を選ぶことができるように指導する
こと。なお、児童の読む図書については、
人間形成のため幅広く、偏りがないよう
に配慮して選定すること。
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村の基金や篤志家の寄付や父兄からの寄付で建てる」
としており、学校図書館法制定前の状況として、理想
は掲げても予算措置については保障がないという状況
であった17）。以下、小学校学習指導要領を例に学習指
導要領中の学校図書館に関する記述を抜粋し、教育課
程における学校図書館の位置づけを確認する。
　法的拘束力が認められるようになった1958年版で
は〈総則〉に「学校図書館の資料や視聴覚教材等につ
いては、これを精選して活用するようにすること」、
〈国語〉に学校図書館の利用指導が記載された。1968
年版では〈総則〉に「教科書その他の教材・教具を活
用し、学校図書館を計画的に利用すること」、〈国語〉
に読むことの指導において学校図書館における指導と
の関連を考慮すること、さらに〈特別活動〉に学級指
導において学校図書館の利用指導を適宜行うことが記
載された。1977年版では〈総則〉に「視聴覚教材な
どの教材・教具や学校図書館を計画的に利用するこ
と」、〈国語〉に読むことの指導において学校図書館に
おける指導との関連を考慮すること、〈特別活動〉に
学級指導として学校図書館の利用の指導を行うことが
記載された。
　表2‒1に示したのは1989年、1988年、2008年に改
訂された小学校学習指導要領中の「学校図書館」につ
いての記述を抜粋したものである（下線筆者）。
第２節　社会
第３　指導計画の作成と内容の取扱い
⑶　学校図書館や公共図書館、コン
ピュータなどを活用して、資料の収集・
活用・整理などを行うようにすること。
また、第４学年以降においては、教科用
図書「地図」を活用すること。
第５章　総合的な学習の時間
第３　指導計画の作成と内容の取扱い
２．第２の内容の取扱いについては、次
の事項に配慮するものとする。
⑹　学校図書館の活用、他の学校との連
携、公民館、図書館、博物館等の社会教
育施設や社会教育関係団体等の各種団体
との連携、地域の教材や学習環境の積極
的な活用などの工夫を行うこと。
第４章　特別活動
第２　内容
A　学級活動
⑵　日常の生活や学習への適応及び健
康や安全に関すること。
　不安や悩みの解消、基本的な生活習
慣の形成、望ましい人間関係の育成、
意欲的な学習態度の形成、学校図書館
の利用や情報の適切な活用、健康で安
全な生活態度の形成、学校給食など
第４章　特別活動
第２　内容
A　学級活動
⑵　日常の生活や学習への適応及び健康
や安全に関すること。
　希望や目標をもって生きる態度の形
成、基本的な生活習慣の形成、望ましい
人間関係の育成、学校図書館の利用、心
身ともに健康で安全な生活態度の形成、
学校給食と望ましい食習慣の形成など
第６章　特別活動
第２　各活動・学校行事の目標及び内容
〔学級活動〕
２　内容
〔共通事項〕
⑵　日常の生活や学習への適応及び健康
安全
オ　学校図書館の利用
以下を基に筆者作成
文部科学省．学習指導要領（1989年告示）．
http://www.mext.go.jp/b_menu/shuppan/sonota/890301.htm（1998年告示）．
http://www.mext.go.jp/b_menu/shuppan/sonota/990301b.htm（2008年告示）．
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/new-cs/youryou/syo/index.htm，国立教育施策研究所．学習指導要領データベース．http://www.nier.
go.jp/guideline/index.htm．（accessed 2011/10/31）
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　〈総則〉において指導計画における学校図書館の計
画的な活用が記載されていることと、〈特別活動〉に
おいて学級活動として学校図書館利用指導を行うこと
が記載されている点については各版で大きな違いは見
られないが、1998年版には「言語活動の指導」にお
ける学校図書館の活用や社会における活用が記載さ
れ、学校図書館活用の幅が広げられたとみることがで
きる。しかし、1998年版の学習指導要領改訂により
新しく創設された〈総合的な学習の時間〉での学校図
書館の活用はこの時点では記載が見られず、2008年
の改訂によって〈総合的な学習の時間〉での学校図書
館活用にまで活用の範囲が広げられることとなった。
　2008年の学習指導要領改訂に際し、「知識基盤社会」
の時代における生きる力を育むことをめざし、言語活
動の充実、理数教育の充実、伝統や文化に関する教育
の充実、道徳教育の充実、体験活動の充実などが教育
内容に関する改善事項として挙げられた。中央教育審
議会での審議の中では、言語活動を行う際の学習活動
基盤としての学校図書館の活用、図書館利用教育の重
視性が認識され、学校図書館の機能の充実についても
言及された。
⑶　学校図書館政策の動向
　次に教育行政からの学校図書館に関する政策という
側面について、文部科学省の発行する白書を手掛かり
に概観する。表2‒2は学校図書館に関連した日本の政
策について、1995年度から2000年度までは「教育白
書」、2001年度から2010年度までは後継である「文部
科学白書」を参照し、作表した。
　1993年に文部省は学校図書館整備新５か年計画と
して５年間で500億円の地方交付税措置を行い、これ
に伴い公立義務教育諸学校の学校図書館に整備すべき
蔵書の標準として「学校図書館図書標準」を定めた。
しかし、この地方交付税は一般財源として措置された
ため、自治体の裁量に任されたため学校図書館図書購
入費予算とはならない場合もあり、学校図書館図書標
準を達成する学校の割合は伸び悩んだ。文部科学省に
よる学校図書館の現状に関する調査結果からは、2001
年度末においても小学校の33.7％、中学校の26.5％の
表2‒2　学校図書館に関連した日本の政策
1993（平成５）年 文部省「学校図書館図書標準」
1995（平成７）年 「児童生徒の読書に関する調査研究協力者会議」報告
1997（平成９）年 学校図書館法の一部を改正する法律
1998（平成10）年 「学校図書館の充実等に関する調査研究協力者会議」報告
司書教諭講習規程の一部改正（講習科目を５科目10単位に）
1999（平成11）年 司書教諭講習科目（５科目10単位の新科目）の実施
2000（平成12）年 子ども読書年
2001（平成13）年 「子どもの読書活動の推進に関する法律」公布・施行
2002（平成14）年 「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」（閣議決定） 
総合的な学習の時間の実施
2003（平成15）年 12学級以上の学校への司書教諭必置
2005（平成17）年 「文字・活字文化振興法」公布・施行
2006（平成18）年 教育基本法改正
2007（平成19）年 学校教育法改正（義務教育の目標に「読書に親しませ、生活に必要な国語を正しく理
解し、使用する基本的な能力を養うこと」が規定された） 
子どもの読書サポーターズ会議の設置、子ども読書の街の指定
2008（平成20）年 「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画（第２次）」
学習指導要領改訂　「言語活動の充実」
2010（平成22）年 国民読書年
文部科学省．白書一覧より、平成７年度から平成12年度は教育白書、平成13年度以降は文部科学白書を参考に作成
http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/hakusho.htm（accessed 2011/11/07）
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図2‒1　学校図書館図書標準達成学校数の割合
文部科学省．学校図書館の現状に関する調査結果について  
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/dokusho/link/index.htm (accessed 2011‒11‒07)
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みが図書標準に達しているにすぎなかった（図2‒1）。
　2002年からは総合的な学習の時間が実施されるこ
とになり、児童生徒の主体的な学習活動を支える基盤
としての学校図書館を整備する必要性から年130億円
の地方交付税措置が５年間にわたり行われた。
　徐々に図書標準達成の割合は高くなったものの、地
方交付税措置期間である５年を経た2007年度末にお
いても図書標準達成学校数の割合は小学校45.2％、中
学校39.4％であった。そこで文部科学省は引き続き、
「新学校図書館図書整備５か年計画」を策定し、毎年
200億円の地方財政措置が講じられることとなった。
　図2‒2は、文部科学省による個別具体的な事業につ
いてまとめたものである。法改正の行われた1997年
度には2003年度からの12学級以上の学校への司書教
諭必置を念頭に条件整備に向けた様々な事業が展開さ
れ、2003年度以降は物的条件整備という面も重視し
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ながら、活動の支援に関わる事業に政策が移り変わっ
てきているといえる。
　2009年度から開始され、2012年度に事業達成年度
をむかえる現行の学校図書館の活性化推進総合事業
は、「学校図書館の一層の活用に向けて、児童生徒の
自発的・主体的な学習活動の支援、教員のサポート機
能の強化、児童生徒の読書週間の定着に資する有効な
取組をモデル的に実施し、その成果の普及を図る」こ
とを目的とし、次のような取り組みを実施してい
る18）。
１）学校図書館の活用高度化に向けた実践研究
　①学び方を学ぶ場としての学校図書館機能強化プロ
ジェクト
　②教員のサポート機能強化に向けた学校図書館活性
化プロジェクト
　③地域に根差した学校図書館の放課後開放プロジェ
クト
２）児童生徒の読書週間の確立に向けた実践研究
３） これからの学校図書館の活用のあり方に関する調
査研究と広報啓発
　本事業では教育基本法、学校教育法の改正および学
習指導要領改訂を受け、「言語力の育成」を主眼とし
た言語活動の充実、読書活動の推進を目指すものであ
る。学校図書館を児童生徒の自発的・主体的な学習活
動を支援する「学習情報センター」として構想する考
え方自体に異論はない。しかし、白書における「学校
図書館の充実」に関する位置づけが、2008年度まで
は「初等中等教育の一層の充実のため」の学校図書館
推進であったのが、2009年度からは「生涯学習社会
の実現と教育政策の総合的推進」の一端としての学校
図書館の充実に変更されているにも関わらず、本政策
から生涯における学習者を育成するという視点を見る
ことができない。また、学校図書館の整備が進まない
状況に対して中・長期的な原因究明を行い、対処療法
的ではない政策を提言していくことが求められている
のではないかと考える。
　学校図書館整備の立ち遅れには「一般的な日本人に
とって学校図書館の重要性の認識が形成されていない
という問題があるのではないか」、「学校図書館の必要
性について国民の理解を得る必要があるのではない
か」、という認識から、学校図書館に今後求められる
役割や、その機能について国民に明確なビジョンを示
すために、文部科学省は2007年に「子どもの読書サ
ポーターズ会議」を設置し、２年間で11回にわたる
議論を行った。そして、「これからの学校図書館の在
り方等について」の審議経過報告を2008年に、最終
報告を2009年に発表した19）。子どもの読書サポーター
ズ会議は子どもの「読書離れ」「活字離れ」の問題を
背景に学校、家庭、地域の連携により子どもの「読
む・調べる」習慣の確立について調査研究を行う目的
で、全国学校図書館協議会理事長、司書教諭、校長を
はじめ作家や研究者、出版文化産業振興財団関係者な
どから構成され、設置された協議会である。その最終
報告では、今後求められる方向性として次の６つの視
点を挙げている。
　①学校図書館が中心となり、学校における読書活動
を多様に展開する。
　②家庭や地域における読書活動推進の核として、学
校図書館を活用する。
　③「学び方を学ぶ場」としての学校図書館の整備を
進める。
　④学校図書館の教員サポート機能を充実させる。
　⑤「いつでも開いている図書館、必ずだれかいる図
書館」を実現し、「心の居場所」となる学校図書
館づくりを進める。
　⑥放課後の学校図書館を地域の子どもたち等に開放
する。
　本報告には新規性の高い提言が含まれているわけで
はないが、学校図書館関係者ではない人々を含む議論
によりまとめられ、方向性が示唆された点に意味を持
つものであると考える。ただし、本会議においても、
学校図書館が法的な保障を受けながら長期間にわたり
振興を阻害されていた要因についての考察は見られな
かった。また、具体的な政策については触れられてお
らず、まずは理想の学校図書館像を描いたものだと言
えるかもしれない。特に、法制化されていない学校司
書の問題を論じないまま、「司書教諭と学校司書との
役割分担が学校図書館活動において重要である」と述
べている点には注意が必要だと思われる。
　学校図書館政策に関わる最新の動向としては、2011
年６月１日に言語活動の充実を図る目的で、子どもの
未来を考える議員連盟、文字・活字文化推進機構、学
校図書館整備推進会議から成る学校図書館活性化協議
会が設立された、ということを挙げることができる。
この協議会の設立の趣旨は「①子どもの読書活動と読
書活動を推進、②学校図書館の活用教育に必要とされ
る多様な図書・教材の拡充、③司書教諭、学校司書な
ど人材の十分な配置について、政官民が連携し、その
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完全実現に取り組むこと」である20）。協議会の具体的
な活動状況等の報告については、現時点ではまだ見ら
れないが、地方分権、利益者負担の進展により学校間
格差の生じつつある現在において、学校図書館が学校
教育を内包する生涯学習体系において持つ意味を踏ま
えた議論と政策提言が求められている。
３．学習指導要領と実践の変遷
⑴　学校図書館法改正以前の学校図書館
　日本における学校図書館の発展は、法改正以前、法
改正以後、学習指導要領における「総合的な学習の時
間」の開始で大きく展開している。法改正以前では、
学校図書館が発展したその多くは、関西学院中等部・
高等部、同志社女子中学・高等学校、千里国際学園中
等部・高等部、甲南高等学校・中学校などをはじめと
する私立学校がほとんどであった。なぜなら、私立学
校には独自の建学の精神があり、それを実際に教育実
践の中に具体化することができたからである。
　例えば、関西学院高等部は、昭和51年４月から「読
書科」という独自の教科を作った21）。この教科は、関
西学院中等部・高等部における一貫教育の四つの柱、
「キリスト教」「英語」「体育」「読書」の一つ、「読書」
を具体化したもので、中学部にあった「読書指導」の
時間における実践を基に教科として正式に位置づけら
れたものであった。「読書科」の中高６年間における
ねらいは、「読書生活の形成と深化」と「自主的自立
的学習の体得」であり、探究者、研究者としての資質
を磨くと共に、各教科で習得したことの総合力を読書
科において試すというものであった。「読書科」では、
中３のリサーチレポート、高３の論文作成において各
教科の応用教科と位置づけており、そのカリキュラム
の始まりは「図書館利用オリエンテーション」であっ
た。図書館の利用指導という時間をわざわざ設定しな
くても、読書科の時間の中で図書館の利用技術を磨い
ていくようになっている。昭和51年、教科設定の当
時から図書館を活用すること、図書館利用が前提の独
自教科として設定されていることが、その当時の『学
校図書館』という雑誌の特集にも取り上げられ、その
後もことあるごとに『学校図書館』で取り上げられて
きたことは、関西学院高等部の「読書科」が学校図書
館を基礎とした素晴らしい教育実践とその結果を残し
てきたことに相違ない。このような教科が設定される
ことで、学校図書館が全教科の応用の場として位置づ
けられていることは、その後の学習指導要領において
「総合的な学習の時間」の中で図書館の活用を推進し
たことが目指した姿であろう。私立学校という独自の
教育理念を具体化できる自由さがあったからこそ、各
教科で得た知識の応用を図書館の利用なくして図るこ
とができないような教科を設定でき、そのような学校
の図書館は独自に活用されその環境を発展させてきた
のである。
⑵　学校図書館法改正以後の図書館
　学校図書館法改正以後、学校図書館に大きな変化が
あったのは、平成15年度（2003年度）から12学級以
上の学校への司書教諭必置が実施されると決まったこ
とによる。その動きは平成13年（2001年）ごろから
始まり、多くの教員が司書教諭の資格を取得すること
となった。ただし、司書教諭資格取得に必要な５科目
10単位の単位取得に対しては、それまでに学校図書
館または図書に関する校務につき３年以上の実務経験
があれば、１科目２単位で資格取得が可能であったた
め、より少ない単位で司書教諭の資格を取得した教員
もかなりいたと思われる。また、たとえ資格を取得し
たとしても、実際の学校現場では多くの教員が充て職
の司書教諭として任命された。
　学校図書館現場における実際の影響としては、学校
司書の公費雇用を行っていた自治体において、司書教
諭を必置にする代わりにそれまでいた専任の学校司書
を全校配置から複数校配置にするなど、実質的な削減
という現象が起きたことがあげられる。東京都では、
それまで専門職として学校図書館を支えてきた学校司
書を、選考を受けて３年以内に司書教諭に替わるか異
動もしくは退職というような選択をしなければならな
い、切り替え選考を実施して物議をかもした22）。司書
教諭の必置が実施されたことにより、そこに至るまで
の猶予期間の間、学校図書館を専門職として支えてき
た学校司書の実質的な削減とそれに替わって実際には
専門職とはいえない充て職の多くの司書教諭の配置と
いう皮肉な結果となった。
　しかし、司書教諭が配置されたことにより学習指導
要領で新しく設定された「総合的な学習の時間」にお
いて、「調べ学習」を実施する役割を司書教諭が担う
ことになり、あらためて司書教諭の仕事とは何か見直
す機会にもなった。司書教諭としてやるべき仕事や役
割がさまざまな実践の中で報告され、その中にはいち
早く情報教育と連携したカリキュラムの開発を行い、
学校図書館が情報リテラシーの育成を行い、司書教諭
がその役割を担うことを明確に打ち出した実践の成果
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が報告された23）。また一方では、「総合的な学習の時
間」と言いながらもどのような学習を行うか十分に理
解されず、見学・体験のみの学習や補習授業をそれに
置き換えて実施されることも多かった。
　ただ、専任の司書教諭として任命された者がほとん
どおらず、授業時間の軽減もほとんどないまま、「調
べ学習」用のカリキュラムの立案をするなど、学校図
書館にいることさえできない多くの教員が、「調べ学
習」として図書館に生徒を連れて行くだけでは、授業
としてその成果が十分に得られないという現実を目の
当たりにした。生徒が図書館で「調べ学習」を十分に
行うためには、まずは図書館の利用の仕方を熟知する
必要がある。事前に図書館利用教育が行われていない
中では、「調べ学習」を行うことが困難であることが
認識された。このことは、平成19年（2007年）に入
ると司書教諭の８割が担任を兼務している状況とも相
まって、司書教諭と学校司書との連携という点から、
司書教諭と学校司書との協働（collaboration）に関す
るさまざまな実践について、『学校図書館』で特集が
組まれるなど数多く報告されたことによく表れてい
る。学校司書という専門職が日々図書館の土台を積み
上げてこそ、より効果的な「調べ学習」ができること
が示され、資料提供やブックトークなど従前の学校司
書が提供するサービスと共にその能力を活用すること
が、より豊かな学びを生徒に提供することにつながる
ことを示していた。
　平成13年から始まった「総合的な学習の時間」に
おいて、図書館が情報リテラシー教育を担い、司書教
諭がそのための教育活動をカリキュラムとして立案す
る。しかし、学校図書館そのものの機能を十分活用す
るためには、司書教諭と学校司書との連携による図書
館運営がより有効である。情報リテラシー教育の積み
重ねが効果的に行われ、情報リテラシー教育に関する
さまざまな知識や技術を身につけた生徒は、図書館で
「調べる」ことが日常的になり、身近な疑問や問題を
解決するために授業で積み重ねた情報リテラシーを駆
使して解決するという姿が日常の光景として見られる
ようになる24）。そして、そのような生徒は民主主義社
会に出るための基礎的な能力を身につけたと言える。
⑶　新学習指導要領における探究学習と学校図書館の
活用
　文部科学省は、平成20年（2008年）３月に小・中
学校の学習指導要領を、平成21年（2009年）３月に
高等学校の学習指導要領を改訂した。平成23年４月
より小学校が、平成24年４月より中学校、平成25年
より高等学校で新学習指導要領が実施される。この改
訂は、教育基本法の改正により新たに教育の目標とし
て規定された内容を踏まえて見直したものであった。
新学習指導要領で新たに教育の目標として規定された
ものは以下の４点であった25）。
　・能力の伸長、創造性、職業との関連を重視
　・公共の精神、社会の形成に参画する態度
　・生命や自然の尊重、環境の保全
　・伝統と文化の尊重、それらをはぐくんできた我が
国と郷土を愛し、他国を尊重、国際社会の平和と
発展に寄与
　また、新学習指導要領では、「生きる力」を育むと
いう点で従来の指導要領を継承しつつも、知識や技能
の習得とともに、「思考力・判断力・表現力」などの
育成を重視している。今回の改訂内容について、「脱
ゆとり教育」とも言われているが、その基本的な考え
方をみてみると、決してそのような改訂にはなってい
ない。まず、前提として「「ゆとり」か「詰め込み」
かではなく、基礎的・基本的な知識・技能の習得と思
考力・判断力・表現力等の育成との両方が必要」26）と
あるように、改訂前の学習指導要領の内容を継承しつ
つ、さらに高度な内容を積み重ねるようになってい
る。今までと同様に、基礎的・基本的な知識・技能の
習得に加えて、次のような学習活動を通して、思考
力・判断力・表現力等の育成を行うとしている。１つ
目は、各教科等の指導の中で、観察・実験やレポート
の作成など、知識・技能を活用する学習活動を充実す
ること、２つ目は、教科等を横断した課題解決的な学
習や探究的な活動を充実することとある。具体的に
は、論文やレポートの作成などでそれまでに身につけ
た知識・技能を活用する学習活動を実施し、「総合的
な学習の時間」の中では、教科を横断した課題解決学
習や探究的な学習活動を展開することが重要とし、そ
のために学校図書館を活用するとある。
　今回の改訂で、「総合的な学習の時間」は総則から
独立し章立てされた。また、「知識基盤社会」の時代
においてますます重要な役割を果たすものであると位
置づけられている。その目標は、「横断的・総合的な
学習や探究的な学習を通して、自ら課題を見つけ、自
ら学び、自ら考え、主体的に判断し、よりよく問題を
解決する資質や能力を育成するとともに、学び方やも
のの考え方を身に付け、問題の解決や探究活動に主体
的、創造的、協同的に取り組む態度を育て、自己の在
計画を立てる
・　探究のテーマを決める
・　利用可能な情報源を確認する
・　聴き手と発表の形式を確認する
・　評価基準を設ける
・　探究計画のアウトラインを作る
情報を検索する
・　情報検索の計画を立てる
・　情報源を特定して収集する
・　関連する情報を選択する
・　情報を評価する
・　探究計画を見直し、修正するプロセスを
振り返る
情報を整理する
・　探究の焦点を絞る
・　適切な情報を選ぶ
・　情報を記録する
・　関連づけ推論する
・　探究計画を見直し、
　   修正する
創作する
・　情報を構成する
・　作品をつくる
・　聴き手を考慮する
・　修正と編集をする
・　探究計画を見直し、修正する
共有する
・　聴き手とコミュニケーションを
　   はかる
・　新しい評価を示す
・　聴き手としてふさわしい
　   行動を取る
評価する
・　作品を評価する
・　探究のプロセスと
　   計画を評価する
・　自分の探究モデルを
　   見直し修正する
・　学んだことを学校内外の
　   新しい状況に適用
　   （転移）する
図3‒1　探究モデル（Inquiry Model）
Focus on Inquiry: a Teacher’s Guide to Implementing Inquiry-Based Learning. Alberta 
Learning, 2004, at 10.（詳細は注29参照）
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り方生き方を考えることができるようにする。」27）とあ
る。これらのことから、学校図書館が今まで支援して
きた学習活動の内容は、教科横断的・総合的な学習お
よび探究的な学習に変わり、図書館利用教育の内容も
それに合わせて変わっていかなければならない。そし
て、今まで以上に学校図書館を活用する学習活動が増
えることが予想される。
⑷　思考力の育成と探究的な学習活動
　学校図書館における図書館利用教育や学習活動の支
援には、欧米の探究学習のプロセスモデルの影響を受
けそれを取り入れてきたものが多く、特に学習指導要
領において「総合的な学習の時間」が設定され学校図
書館の活用が示された以降は、さまざまな図書館で導
入されてきた。例えば、アメリカの「ビッグ６スキル
（Big6 Skills）」28）やカナダ・アルバータ州の「探究モデ
ル（Inquiry Model）」29）（図3‒1）などがそうである。情
報探索のプロセスを示したモデルは、生徒の情報探索
行動のモデルとして示された。アルバータ州の「探究
モデル（Inquiry Model）」を示しておく。
　ただし、実際「総合的な学習の時間」の中で実施さ
れてきたものの多くは、情報を検索し、収集し、整理
する部分のプロセスのみが大半で、特にはじまりの部
分と最後の評価の部分については、授業時間等が足り
ないというような理由から省略されることが多かっ
た。しかし、授業の中で何度も繰り返される、情報を
検索し、収集し、整理するという情報探索の内容だけ
では、技術的には向上しても、生徒の思考力・判断
力・表現力は向上しない。与えられたテーマや問いを
解決するだけでは思考力を育成することができないた
め、思考力を育成するための学習モデルを実践するこ
とが必要となる。
　カナダ・アルバータ州の「探究モデル（Inquiry 
Model）」が示すように、探究学習のモデルには始ま
りと終わりがない。学習モデルは、一巡して最終の評
価の段階を迎えると、その評価の中に次の学習を始め
るためのテーマが見つかり、さらに学習活動を深めて
いく。その循環の中で思考力も一緒に育てるというも
のである。
　新学習指導要領が思考力の育成を重要とする中で、
学校図書館が行う図書館利用教育の内容や授業支援の
方法も変わりつつある。平成22年（2010年）以降に
は司書教諭や学校司書らによる思考力の育成を目的と
した取り組みとその成果のまとめとしていくつか報告
されている30）。日本図書館協会からも、利用教育委員
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会のもとで今まで学校図書館現場で実践されてきた
「調べ学習」の多くが「課題設定」の部分を省略し実
践されてきたため、学習全体がうまく進まないという
意見を受けて「課題設定法指導」に焦点を当てたハン
ドブックを刊行した31）。
⑸　新学習指導要領と新たな実践の始まり
　新学習指導要領が重要とする思考力・判断力・表現
力等の育成が、学校図書館の活用を通して行われると
するならば、学校図書館が支援する学習活動は、教科
等を横断した課題解決的な学習や探究的な活動を支援
することになる。新学習指導要領の実施に向けて探究
的な学習活動をどのように支援するか、学校図書館で
の取り組みはまだそれほど多く報告されていない。し
かし、学校図書館法改正以前にも、独自の教育理念の
もとに探究的な学習活動を展開し、それを学校図書館
活動の中心に据えてきた図書館があったことも事実で
ある。生徒が、知識基盤社会における自立した学習者
になるために、また民主主義社会で生きていくために
必要な知識や技術と共に思考力・判断力・表現力等を
身につけられるよう、学校図書館の役割も変化してい
かなければならない。
　日本の学校図書館がどのように変化するのか、学校
図書館の施設・設備というハード的側面とその図書館
を運営する司書教諭・学校司書とその実践というソフ
ト的側面からどのように変化していくべきなのか分析
する必要があるだろう。また、司書教諭や学校司書の
養成に関わる問題についても併せて検証する必要があ
ると思われる。
４．韓国の教育改革と学校図書館  
─第７次教育課程を中心に─
⑴　教育改革と第７次教育課程
民主化と教育改革
　韓国では、1948年の大韓民国誕生に伴い憲法が制
定され、1949年12月31日には教育法が公布された。
その第１条では、民主教育の理念が謳われ、この理念
を受けた教育改革がアメリカの援助のもとで50年代
に進められていき、ハングルの識字率の向上と教育機
関の増加がもたらされていった。もっとも、60年代
に入ると、軍事クーデターにより誕生した朴正煕政権
は経済開発を国の最優先課題とし、優秀な人材の育成
が新たな教育改革の目的となり、国民教育憲章では
「国の隆盛が自己の発展の根本」であると明記し、国
の発展が個人の成長よりも優位に立つことを示してい
る。
　その後、朴大統領のもとで急激な経済成長を遂げた
韓国は、1988年にはソウルオリンピックを開催する
など国際的にも成長していったが、受験競争の熾烈化
を背景に学校外教育（課外教育）の過熱が社会問題化
し、政府は、2004年２月に「私教育費の軽減対策」
を発表して対策をとっているものの、問題の収束には
いたっていない。
　こうした私教育の過熱という韓国特有の問題を抱え
ながら、金泳三大統領は21世紀を見据えた教育改革
に着手するため、1994年に教育改革委員会32）を設置
した。同委員会は1995年には「世界化・情報化時代
を主導する新教育体制樹立のための教育改革方案」
（５・31教育改革方案）を作成して大統領に報告して
いるが、以下の骨子からなるこの教育改革方案は、そ
の後の韓国の教育改革を方向付けるものであった。
　「５・31教育改革方案」の骨子は、①開かれた教育
社会・生涯学習社会の基盤構築、②大学の多様化と特
性化、③初等中等学校の自律的運営に寄与する「学校
共同体」の構築、④人間性及び創造性を育む教育課
程、⑤国民の負担を軽減する大学入試制度の改善、⑥
学習者の多様な個性を尊重する初等中等教育運営、⑦
学校運営に関する規制緩和、⑧教員の資質向上、⑨教
育への財政支援の増大（教育財政５％確保）、の９つ
であり、1997年11月13日には、この改革のために、
1949年制定の教育法に代わって、教育基本法、初等
中等教育法、高等教育法の三法が制定されている。同
年には第７次教育課程も告示されているが、これらの
法律と教育課程は、民主化の流れの中で誕生した文民
大統領金泳三によって唱えられた「新韓国の創造」を
実現するためのものであった33）。
第７次教育課程の方向性
　「開かれた教育社会」と「生涯学習社会」の建設と
いう、教育委員会によって示めされた「新教育体制」
を実現するために、1995年には教育課程特別委員会
が設置された。同委員会は、公聴会などを経て、６か
月後に第７次教育課程作成のための以下の９つの方向
性を提示している。
　①教育課程は共同体としての決定による
　②人間の尊厳を目標とする
　③洞察力育成のため多元的読解力を育成する
　④産業社会の倫理を超越した巨視的、生態学的価値
観と宇宙観を育成する
　⑤事前目標中心方式から学生34）中心の開かれた方式
表4‒2　第６次教育課程と第７次教育課程の比較
区別 第６次教育課程 第７次教育課程
教育目標 平均的な人間の養成
（核心的な知識の伝達中心）
独創的、創意的な人間の養成
（思考力、創意力の育成中心）
教育内容 断片的な知識中心 多面的な社会適応の知識中心
教育方法 教師中心の知識伝達 学習者中心の探究活動及び 
自己主導的な学習の強調
評価方法 平面的テスト中心の評価 全般的な方向での評価
ユンユラ「読書教育に対する学校図書館および司書教諭の役割：韓国の高校生の
意識調査」『日本図書館情報学会誌』56巻２号（2010年）83‒100頁
表4‒1
既存の教育課程 将来の教育課程
官僚中心の決定
知識技術中心
3RS伝統的読解力
教授中心
外的量的評価
一方的教授─学習関係
過去／現在／未来中心
知識情報中心
領域主義
独占的地位追求
共同体的決定
人間尊重中心
多元的読解力
主体的学習中心
内的質的評価
相互的教授─学習関係
過去・現在・未来
問題解決中心
統合（総合）主義
生態的連帯意識強調
咸宗圭『韓国教育課程変遷史研究：朝鮮朝末から第７次教
育課程期まで』　2003年666頁（金仙玉訳）
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への転換
　⑥評価のための教育を志向する
　⑦教師が新しい精神を持つこと
　⑧マルチメデイア情報通信時代にふさわしい教材を
作成する
　⑨教育プログラム開発機関を独立した専門機関とす
る
　こうした旧来の教育からの変革は、表4‒1のように
整理される。
　また、上述の変化は、第６次教育課程との比較によ
り表4‒2のように整理されている。
　第７次教育課程は、こうした方向性にのっとり、さ
らに、1997年６月２日に発表された第４次教育改革
方案において示された以下の５項目の改革を具体的に
実施するために、「個別化学習」、「水準別教育課程」、
「自己主導的学習」をその骨子としている。改革方案
では、第３番目の課題として情報化社会適応能力涵養
があげられている。
【第４次教育改革方案の５つの課題】
　①民主的市民教育のための改革
　②初等・中等教育の革新と高等教育体制の改善
　③情報化社会適応力涵養のための教育
　④幼児教育の公教育体制確立
　⑤課外対策を通じた私教育費軽減方案
　第７次教育課程は、2000年に初等学校１・２年生
に実施したのを皮切りに、順次2004年までに高等学
校までの全学年に実施された。その後、2007年35）、
2009年と改訂されている。情報化については、2005
年に教育課程評価院（KISE）が第８次教育課程改変
試案を発表したが、その中でコンピュータ教育の時間
に充てられていた裁量活動時間を２時間から１時間に
減らすという案もあったが、これは後日全面撤回され
ている36）。なお、教育課程に対しては、教育課程評価
院が初等中等教育法９条に基づく学習到達度調査を
1998年から行い、教育課程編成運営についての評価
を行い、改訂試案を作成している。
⑵　情報時代・民主主義社会における人間像
　教育改革は、民主化と同時に情報時代に生きていく
ことができる人間の育成が目指されている。それは、
教育改革委員会により次のように明言されている。
　「情報化時代における社会の興亡盛衰は、その社会
が有している知識の量と質によって決定され、教育
は新たな科学技術や知識、そして新しい文化を創出
する能力のある人間を育成しなければならない課題
を抱えている。また、地球がひとつの生活圏となる
グローバル時代において、教育により解決されなけ
れば課題は、いかにして、協同と競争の能力を備え
た世界市民としての人間を育成するかである」（教
育改革委員会1996：106）（金仙玉訳）
　こうした人間像は、韓国教育部が、『教育課程解説』
において第７次教育課程で追及する人間像として次の
ような項目を挙げて解説していることで、より明瞭に
理解することができる。なお、各項目の詳細な解説内
容は後掲資料を参照されたい。
　①全人的成長の基盤の上に個性を追求する人間
　②基礎能力を土台に創造（創意）的な能力を発揮す
表4‒4　韓国学校図書館年表
年 事　項
1963 図書館法制定
1987 図書館法改正
文教部社会教育制度課に図書館専担係設置
学校図書館発展のための施策方針発表
1991 図書館振興法
1993 学校図書館活性化方案（1993・1994）
1994 図書館および読書振興法・同施行令
2002 よい学校図書館作り─学校図書館活性化５ヶ年計
画策定（2003年‒2007年）
2006 図書館法改正＝新図書館法
読書文化振興法（旧図書館法から分離）
2007 学校図書館振興法（2008年施行）
2008 学校図書館施行令
筆者作成
表4-3　学校図書館数推移
館数　　　　　　年 1962 1970 1987 1990 1994 1996
小・中・高総計 149 2,260 6,055 6,468 6,656 8,105
塚原博「海外における学校図書館１」『実践女子短期大学紀
要』第26号（2005年）127‒143頁、134頁をもとに作成
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る人間
　③幅広い教養を土台に進路を開拓する人間
　④わが文化に対する理解の土台の上に新しい価値を
創造する人間
　⑤民主的な市民意識を基礎に共同体の発展に貢献す
る人間
　②については、軍政時代における圧政への反省か
ら、不正に対して批判をすることができ、創造的に考
えることができる人間を教育で育成する必要がでてき
たことがその契機であった。この点につき、咸宗圭は
次のように概要を紹介している。
　「21世紀にむけて準備するわが国の教育は、正当で
ないものを批判できる能力と創造的に考えることの
できる能力を強調する教育を実施する必要がある。
　　小・中学校の普通教育における教えと学びの関係
はそれほど単純ではない。学生は学びたくなくても
学ばなければならないものがあり、教師は教えたく
なくても教えなければならないものがある。望んで
ない方法で学ばせるものもあり、やりたくない方法
で教えるものもある。人間が人間らしく生きるため
の最小限の基礎になる知識を基に創造力を発揮する
知識を習得しなければならない。
　　ここで第７次教育課程を通じて追求する教育的な
人間像とは、生存のために必要な基礎能力のみなら
ず既存の方式を超える新たな対案と発想を可能にさ
せる創造的な能力を発揮できる者である。基礎能力
と創造力を兼ねた人間は、自分の暮らしに満足で
き、社会発展にも寄与できる。基礎・基本能力を身
に付け創造力を発揮する人間を学校が育てる時に、
我々の教育は初めてその役目を果たせたといえるだ
ろう。」37）（金仙玉訳）
　⑤では、民主主義社会の市民の資質として、他人を
尊重し対話する市民性、個人の責任、自律、市民らし
い心、開放的な心、原則尊重と妥協、多様性に対する
寛容、忍耐と持久力、情熱、寛大さ、国家とその原則
に対する忠誠などをみることができる。また、解説に
おいては、民主主義は与えられるものではなく、人々
が自ら作っていくものであり、我々が共に生きる民主
的共同体は、すべて個人の自由、平等、人権が保障さ
れ尊重される社会であり、こうした民主的共同体の理
想は、自由民主主義を標榜している韓国の社会教育的
理想のひとつだと述べられている。そして、第７次教
育課程を通じて追求する教育における人間像とは、自
分とは異なる他者と共に生き、他人の痛みがわかり、
自分の富を貧しい人や飢えた人々と分けることがきる
人間だとしている。詳細は本稿4‒(4) の資料「第７次
教育課程が目指す人間像」を参照されたい。
⑶　教育改革と学校図書館
　学校図書館は、1963年に制定された図書館法第６章
37条によって設置の法的根拠を得ることになった。そ
のため、韓国において学校図書館が義務的に設置され
るのは1963年からであり、1996年までの設置数の推
移は表4‒3の通りである。1994年までは横ばい状態で
あったが、1995年を境に増加に転じている。その後、
2000年の時点で小・中・高総数およそ１万校のほとん
どの学校に学校図書館が設置されることになった。
　こうした劇的な変化をもたらしたのが、第７次教育
課程であった。官民一体となった教育改革の動きの中
で、学校図書館運動も爆発的な展開を見せたのであ
る。学校図書館運動は、50年代にその萌芽を見せた
が、70‒80年代に低調期を迎え、第７次教育課程の告
示によりいっきに広がっていった。この運動の母体
が、2000年には、学校図書館復興全国同盟（National 
Union for Revival of School Library: NURSL）の中核組
織へと成長し、韓国政府への影響力を持つまでに育っ
ている38）。その結果、2001年には中央政府の教育人
的資源部に学校図書館部が置かれ、2002年には学校
表4‒5　小・中等学校新教育課程編制表（1996年、教育改革委員会案）
　　学年
区分
k 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
幼稚園 小学校 中学校 高等学校
道徳
健康生活
社会生活
表現生活
言語生活
探求生活
正しい生活
国語 8 8 7 7 6 6 5 5 5 5
数学
社会 賢明な生活
科学
体育 楽しい生活
音楽
美術
実科 ・ ・ 技術・家庭
英語 ・ ・
特別活動 1 1 1 2 2 2 2 2 2 2 3 3
裁量時間 3 4 6
年間
授業時数
810
（27）
880
（27）
918
（27）
1,020
（30）
1,054
（31）
1,122
（33）
1,122
（34）
1,156
（34）
1,156
（34）
1,156
（34）
1,224
（36）
（144単位）
・（　）内の数字は週当たり平均授業時数を意味する（高等学校２～３学年の場合、１単位は１学期の間週50分の授業分量）
・ 空欄の教科別週当たり平均授業時数は教育部が調整する。各学年別週当たり教科、特別活動、裁量時間の合計は該当
学年の週当たり平均授業時数より２～３時間不足するように調整しその時間を単位学校が特定教科指導に自律的に活
用する。
・小学校１学年の880時間中70時間は入学初期学校適応活動（３月）として活用する。
咸宗圭『韓国教育課程変遷史研究：朝鮮朝末から第７次教育課程期まで』2003年、669頁
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図書館推進基本計画が策定されている。その後、2003
年から2007年までの５ヶ年計画では、3000億ウォン
が学校図書館整備のために予算化され、韓国の学校図
書館は急変を遂げることになった。それを後押しする
ため、2004年には学校図書館振興法を制定する動き
があったが、表4‒4に見られるように、2006年の図書
館および読書振興法の改正（図書館法と読書振興法分
離）に遅れること１年で、学校図書館振興法が制定さ
れている。もっとも、「物」の点での整備は急激に進
んでいっているが、「人」＝司書教諭の配置と教育実
践の蓄積はこれからであり、学校図書館を教育実践と
どのように結びつけるかという実践プログラムの開発
と蓄積が今後の課題となっている。また、この点にお
いて、日本との共同開発の可能性は大きい。
⑷　第７次教育課程関係資料
１．第７次教育課程編成（表4‒5）
２． 第７次教育課程が目指す人間像  
─『教育課程解説』（1998年）より─
　１．全人的成長の基盤の上に個性を追求する人間
　未来社会に適合する人間像には、知・徳・体の調和
のとれた発達を追求すると同時に個人の全人的成長を
追求する教育は、主知主義教育による弊害を克服する
ため「知・徳・体の調和のとれた発達」を強調する。
このような知・徳・体が調和された全人的な成長はそ
れ自体に十分な教育的価値を持っているものの、第７
次教育課程を通じて追及する教育的な人間像は、先
ず、知・徳・体のすべてがバランスよく発達した人間
である。これは、全人的成長を基本として、個性的で
独特な生き方を形成し、どんな状況においても独自の
判断により生を営む人間である。
　２．基礎能力を土台に創意的な能力を発揮する人間
　21世紀に向けて準備するわが国の教育は、正当で
ないものを批判できる能力と創意的に考えることので
きる能力を強調する教育を実施する必要がある。
　小・中等の普通教育における教えと学びの関係はそ
れほど単純ではない。学生は学びたいか否かに無関係
に学ばなければならないことがあり、教師は教えたく
なくても教えなければならないことがある。望んでい
ない方法で学ばせることもあり、やりたくない方法で
教えることもある。人間が人間らしく生きるための最
小限の基礎になる知識を基に、創意力を発揮する知識
を習得しなければならない。
　ここで第７次教育課程を通じて追及する人間像と
は、生存のために必要な基礎能力のみならず、既存の
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方式を超える新たな対案と発想を可能にさせる創意的
な能力を発揮できる者である。基礎能力と創意力を兼
ねた人間は、自分の暮らしに満足でき、社会発展にも
寄与することができる。基礎・基本の能力を身に付け
創意力を発揮する人間を学校が育てる時に、我々の教
育は初めてその役目を果たせたといえるだろう。
　３．幅広い教養を土台に進路を開拓する人間
　人間が社会の中で人間らしく生きるためには、必要
な教養を備えるとともに生存に必要な職業的能力を備
えなければならない。一般的に教養教育の主な目的
は、社会の中で人間として認められ、人間として生き
るために必要な様々な知識、機能、価値等の習得を助
けるものであり、また、己れの偏った知識、イデオロ
ギーや偏見から脱し、より幅広い理解をすることがで
きるように支援することである。
　第７次教育課程を通じて追及する教育的な人間像と
は、共同体の構成員として必要な資質を備え仕事自体
が尊いものと思い、仕事を通じて自己の実現を図るた
めの進路探求と固く能力を備えた人間である。幅広い
教養と職業的能力を備えた人間は、自律的な生を追求
しながら自己実現を経験する。のみならず、国家・社
会の発展にも貢献できる人間である。
　４． わが文化に対する理解の土台の上に新しい価値
を創意する人間
　伝統は、特定な民族や共同体だけがもっている独特
で固有なもので、様々な変化に直面しても変わらず
脈々と続けてくる文化遺産である。21世紀のグロー
バル化・情報化時代を生きる新しい価値を創出するた
めには、わが文化に対する理解がその土台になければ
ならない。民族の未来に対する絶え間ない希望や勇気
を持って現在を逞しく生きる精神を備えるためには、
わが伝統文化を正しく理解し誇りを持たせなければな
らない。
　第７次教育課程を通じて追及する教育的人間像と
は、わが民族の悠久の文化伝統を継承発展させるとと
もに、人類普遍の価値としての人間の尊厳と自由・平
等などの民主的な価値を実現している人間である。こ
のような人間は、わが文化を理解し愛する。のみなら
ず、その文化に対する誇りを持っており、これをもと
に21世紀のグローバル化・情報化時代を主導する新
しい価値を創出できる。新しい価値を創出する者を育
てるためには、学校教育が教科書中心の教育体制から
果敢に抜け出して、教育課程中心の教育体制へ早急に
変わらなければならない。
　５． 民主的な市民意識を基礎に共同体の発展に貢献
する人間
　民主的な市民としての資質は、他人を尊重し対話す
る市民性、個人の責任、自律、市民らしい心、開放的
な心、原則尊重と妥協、多様性に対する寛容、忍耐と
持久力、情熱、寛大さ、国家とその原則に対する忠誠
などの要素からなる。民主主義は与えられるものでは
なく、人々が自ら作っていくものであり、我々が共に
生きる民主的共同体は、すべて個人の自由、平等、人
権が保障され尊重される社会である。このような民主
的共同体の理想は、自由民主主義を標榜している我々
の社会教育的理想のひとつである。また、こうした自
由と平等、そして人間の尊厳を大事にする人間、共に
生きる共同体の発展に寄与できる者を育てることは民
主的共同体の理想でもある。第７次教育課程を通じて
追求する教育における人間像とは、自分とは異なる他
者と共に生き、他人の痛みがわかり、自分の富を貧し
い人や飢えた人々と分けることがきる人間である。こ
のような人間は民主的な市民意識を有し、共同体の発
展に貢献できる人間である。
　　 『教育課程解説』教育人的資源部（1998年）87～90頁
の咸宗圭による要約
　　 咸宗圭『韓国教育課程変遷史研究：朝鮮朝末から第７
次教育課程期まで』2003年674頁
３．金泳三大統領任命教育改革委員会委員名簿
　第７次教育課程は、金泳三大統領により任命された
教育改革委員による「グローバル化・情報化社会を主
導する新教育体系樹立のための教育方案」（1995年５
月31日）によって示された方向づけにより作成され
ている。ここでは、韓国の教育改革に大きな影響を与
えたこの教育改革委員会の委員を紹介しておく。
　　이
イ
석
ソッ
희
ヒ
（中央大名誉総長）、김
キム
윤
ヨン
태
テ
（西江大教育
大学院長）、곽
カク
병
ビョン
선
ソン
（韓国教育開発院コンピュータ
センター所長）、권
コン
숙
スッ
일
イル
（ソウル大教授）、김
キム
동
ドン
진
ジン
（柳韓工校長）、김
キム
신
シン
일
イル
（ソウル大教授）、김
キム
춘
チュン
강
カン
（大韓母の会会長）、문
ムン
상
サン
주
ジュ
（ソウル大教授）、박
パク
세
セ
일
イル
（ソウル大教授）、박
パク
용
ヨン
상
サン
（大韓商工会議所専務）、
백
ペク
낙
ナッ
환
ファン
（人濟大総長）、신
シン
인
イン
철
チョル
（高麗大大学院長）、
이
イ
강
カン
혁
ヒョク
（韓国外国語大総長）、이
イ
광
キァン
훈
フン
（京郷新聞
主筆）、이
イ
규
キュ
범
ボム
（釜山教大学長）、이
イ
기
キ
준
ジュン
（ソウル
大教授）、이
イ
대
デ
근
グン
（成均館大教授）、이
イ
돈
ドン
희
ヒ
（ソウル
大教授）、이
イ
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サン
선
ソン
（ソンナム洞小学校教頭）、이
イ
영
ヨン
희
ヒ
（仁荷大法大学長）、이
イ
인
イン
호
ホ
（ソウル大教授）、정
ジョン
진
ジン
위
イ
（延世大副総長）、조
チョ
웅
ウン
규
キュ
（啓明大外国学大学長）、
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홍
ホン
태
テ
표
ピョ
（韓国指導者奨学財団理事）
おわりに
　本稿は、情報時代とは何かを確認したうえで、日本
と韓国の学校図書館がどのような経緯を辿って現在に
至っているかを概観することを目的としている。それ
はまた、非西洋社会における学校図書館の意味を探ろ
うとするものでもある。複数の異なる領域の研究者
が、学校図書館を民主主義社会の形成にとって必須の
ものであるという認識を共有しながら、それぞれの領
域で日本と韓国における学校図書館について整理を
行っている。整理は、東アジアにおける学校図書館の
共通性を見出していくための端緒のものとして簡略な
ものとなっているが、ここから、日韓の学校図書館が
共同して発展していくための協働の可能性を探るため
に、各領域において研究を深化させていきたい。
　学校図書館が東アジアにおける民主主義社会形成の
ための重要なツールであるなら、圏内における文化・
価値観・歴史を伝達するためにも学校図書館に対する
共通理解は有意義である39）。さらに、歴史と価値観に
よって規定されている教育制度枠組みの中での学校図
書館の役割に共通性を見出すことができるなら、理論
的にも実践のうえでも、東アジアの学校図書館は協働
して飛躍的に発展する可能性を秘めている。共通の学
校図書館論と専門職制度を構築することができるな
ら、研究交流はもちろんのこと、現場の人材交流も容
易になり、域内単位での発展を促すことができる。本
稿は、こうした期待に基づく「情報時代における東ア
ジア型学校図書館論構築」をテーマとする研究を開始
するにあたっての、各研究者の下地固めでもある。
注
*1 大阪教育大学教育学部
*2 愛知淑徳大学人間情報学部
*3 椙山女学園高・中学校図書館
*4 愛知県立大学大学院博士課程前期
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